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平成 27 年 6 月 5 日 
株 主 各 位 

               会 社 名  日 本 精 鉱 株 式 会 社 
                         代表者名  代表取締役社長 木嶋正憲  

（コード番号 ５７２９ 東証第二部）  
問合せ先 取締役企画管理部長 渡邉理史  
ＴＥＬ （０３）３２３５－００２１ 

 
招集通知記載事項の一部修正について 

 
当社「第１２０期定時株主総会招集ご通知」の記載事項の一部に修正すべき点がござい

ましたので、お詫び申し上げますとともに、本ウェブサイトをもって下記のとおり修正さ

せていただきます。 
 

記 
 

【修正箇所】（下線を付しております） 

事業報告（5頁） 

(6) 重要な親会社及び子会社の状況 

② 重要な子会社の状況 

修正前 
 

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容 

日本アトマイズ加工株式会社 324,750千円 100％ 金属粉末の製造・販売 

日銻精礦（上海）商貿有限公司 95,256千円 100％
アンチモン製品の中国国

内市場での販売 

 

修正後 
 

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容 

日本アトマイズ加工株式会社 324,750千円 100％ 金属粉末の製造・販売 

日銻精礦（上海）商貿有限公司 5,880千元 100％
アンチモン製品の中国国

内市場での販売 
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連結注記表（20 頁）  
1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
（3）会計処理基準に関する事項 
 ④その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

修正前 

イ．退職給付に係る会計処理の方法 
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退

職一時金制度については、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数理債務をもって

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 
 修正後 

イ．退職給付に係る会計処理の方法 
当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算

に、退職一時金制度については、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数理債務を

もって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 
 
修正前 

ロ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として計上しております。 

 
 修正後 

ロ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として計上しております。 

なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 
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連結注記表（24 頁）  
6．金融商品に関する注記  
(2) 金融商品の時価等に関する事項 

(注)１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

デリバティブ取引  
①ヘッジ会計が適用されていないもの  
ロ．金利関連  

修正前 

区分 
デリバティブ取引 

の種類等 

契約額 

(千円) 

契約額のうち 

1 年超（千円）

時価 

（千円） 

評価損益 

(千円) 

市場取引 

以外の取引 

金利スワップ取引 

固定受取・変動支払

 

502,500 420,000 △7,455 △7,455

合   計 502,500 420,000 △7,455 △7,455

 
修正後 

区分 
デリバティブ取引 

の種類等 

契約額 

(千円) 

契約額のうち 

1 年超（千円）
 

評価損益 

(千円) 

市場取引 

以外の取引 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払

 

502,500 420,000 △7,455 △7,455

合   計 502,500 420,000 △7,455 △7,455

 
 

以上 


